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反社会的勢力対策規程 

 

（目的） 

  第１条 本規程は、一般社団法人PMI日本支部（以下「法人」という。）の反社会的勢

力が接触を求めてきた場合の対応とその体制を定め、反社会的勢力との一切の

関係を遮断、排除することを目的とする。 

 

（適用範囲） 

  第２条 本規程は、法人のすべての役員及び職員（以下「役職員」という。）に適用す

る。 

 

（規程責任者） 

  第３条 本規程の管理責任者は、規約改定委員長とする。 

 

（定義） 

  第４条 本規程において「反社会的勢力」とは、次に掲げるものをいう。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴力団

員による不当行為防止法」という。）第２条第１項第２号に規定する暴力

団をいう。） 

（２）暴力団員（暴力団員による不当行為防止法第２条第１項第６号に規定する

暴力団員をいう。） 

（３）暴力団準構成員（暴力団又は暴力団員の一定の統制の下にあって、暴力団

の威力を背景に暴力的不法行為等（暴力団員による不当行為防止法第２条

第１項第１号に規定する暴力的不法行為等をいう。以下この条において同

じ。）を行うおそれがある者又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武

器等の供給を行う等暴力団の維持若しくは運営に協力する者のうち暴力団

員以外のものをいう。） 

（４）暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力

団準構成員若しくは元暴力団員が実質的に経営する企業であって暴力団に

資金提供を行う等暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し、若しくは

関与するもの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し暴力団の

維持若しくは運営に協力している企業をいう。） 

（５）総会屋等（総会屋、法人ゴロ等企業等を対象に不正な利益を求めて暴力的

不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全、健全な会社運営等に脅

威を与える者をいう。） 

（６）社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼう

して、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生

活の安全、健全な会社運営等に脅威を与える者をいう。） 

（７）特殊知能暴力集団等（前各号に掲げる者以外のものであって、暴力団との

関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的なつながりを有し、

構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。） 

（８）その他前各号に準ずる者 

 

（基本方針） 

  第５条 当社は、断固たる態度で反社会的勢力との一切の関係を遮断、排除し、反社会

的勢力に対して、その名目、方法の如何を問わず、一切の利益提供を行わず、

そのために理事会を中心として組織的対応を行う。 

    ２ 役職員は、反社会的勢力又は反社会的勢力との関係が疑われる者から接触を受
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けた場合、反社会的勢力との一切の関係を持つことを拒絶するとともに、直ち

に理事会へ連絡する。 

    ３ 反社会的勢力への対応については、必要に応じ、警察、暴力追放運動推進セン

ター、顧問弁護士等の外部専門機関の協力を要請するものとする。 

 

（所管部署・責任者） 

  第６条 反社会的勢力への対応についての所管部署は事務局とし、事務局長を責任者と

する。 

 

（体制） 

  第７条 法人は、平時より警察等の外部専門機関との連携を心掛け、反社会的勢力に関

する情報収集とその管理を行うとともに、反社会的勢力との一切の関係を遮

断、排除するための調査、反社会的勢力が接触してきた場合の対応及び役職員

への教育訓練等を行うものとする。 

 

（取引先候補の調査） 

  第８条 法人は、反社会的勢力との一切の関係を遮断、排除するため、事業活動に伴う

取引先の選定にあたっては、新聞、雑誌の記事、インターネット及び専門機関

等の外部データベース等を積極的に活用する等して、取引先候補が反社会的勢

力に該当するか否かの調査を日頃から実施し、事務局を中心として組織的対応

を行う。取引先候補が第１０条各号のいずれかに該当する場合には、理事会に

通知するとともに、一切の関係を遮断する。 

    ２ 前項の調査を通じて得られた情報は、理事会が管理し、責任者の指示なく当該

情報を外部に開示又は漏えいしてはならないものとする。 

 

（反社会的勢力排除条項等） 

  第９条 取引に際しては、原則として、取引先との契約書その他の必要書類に反社会的

勢力との関係を遮断し排除するための当法人の標準条項又は理事会が個別に承

認した条項を明記するものとする。 

 

（取引の禁止） 

 第１０条 第８条の調査等により、取引先候補が次の各号のいずれかに該当する場合、当

該取引先候補との取引は行わない。 

（１）反社会的勢力であることが判明した場合 

（２）反社会的勢力であると疑わしいことが判明した場合 

（３）反社会的勢力と関係があることが判明した場合 

（４）反社会的勢力と関係があると疑わしいことが判明した場合 

 

（取引先の調査） 

 第１１条 法人は、取引先が反社会的勢力に該当するか否かについて、取引開始後も定期

的に調査を行うものとする。 

    ２ 役職員は、取引先について、前条各号のいずれとも直ちに判断できないまで

も、その可能性を窺わせる情報を得た場合には、直ちに事務局に通知するとと

もに、調査を開始しなければならない。 

    ３ 取引先が前条各号のいずれかに該当することが判明した場合、直ちに事務局に

通知するとともに、速やかに当該取引先との間の契約関係その他一切の関係を

解消するために、合理的な範囲であらゆる手段を尽くすものとする。 

    ４ 第２項における調査の結果取引先が前条各号のいずれにも該当しないと判明し
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た場合、又は調査を尽くしたもののそれでも取引先が前条各号のいずれかに該

当するか否かについて判断できない場合のいずれの場合にも、その旨を事務局

に通知する。 

    ５ 第８条第２項は本条の調査にも準用する。 

 

（接触に対する対応） 

 第１２条 役職員は、反社会的勢力又は反社会的勢力との関係が疑われる者から接触を受

けた場合、又は不当な要求を受けた場合は、直ちに事務局に次の各号の事項を

連絡し、反社会的勢力との一切の関係を遮断、排除するための対応について、

事務局の指示を仰ぐものとする。 

（１）反社会的勢力又は反社会的勢力との関係が疑われる者が個人の場合 

① 氏名、住所、連絡先 

② 当該個人が所属する法人・団体の名称、所在地、連絡先 

③ 接触の理由、要求事項 

④ その他当該反社会的勢力に関するあらゆる情報 

（２）反社会的勢力又は反社会的勢力との関係が疑われる者が法人・団体の場合 

① 法人・団体の名称、所在地、連絡先 

② 接触の理由、要求事項 

③ その他当該反社会的勢力に関するあらゆる情報 

 

（外部への支援要請・届出） 

 第１３条 反社会的勢力及び反社会的勢力と関係があると思われるものから接触を受けた

場合は、必要に応じ外部専門機関又は顧問弁護士へ支援要請を行うものとす

る。 

    ２ 反社会的勢力及び反社会的勢力と関係があると思われるものから不当に金銭そ

の他の経済的利益を要求されたとき、又は暴力的行為を受けたときは、直ちに

警察に届出るものとする。 

 

（連絡・報告等） 

 第１４条 本規程の定めに従い連絡・報告を受けた事務局長は、その内容の影響の程度、

深刻度等に応じて、理事会への報告を検討し、報告の必要があると判断した場

合は速やかに報告するものとする。 

 

附則 

  本規程は、２０２５年８月１日から施行する。 


